
マイナンバー制度について

平成27年度集団指導資料

１ マイナンバー制度とは？

• 住民基本台帳に記録されている全ての者に、重複することのない１２桁

の個人番号（通称「マイナンバー」）を指定・通知し、社会保障・

税・災害対策等の事務にマイナンバーを利用する制度です。

※個人番号利用は、個人番号確認と本人確認が必須となります。

※法人には１３桁の「法人番号」を指定する。

• マイナンバーを利用した事務の流れ（例）

① 申請・届出書等にマイナンバーを記載して行政庁等に提出【市民⇒市】

② 申請・届出書等に記載されたマイナンバーが正しいことの確認【市民⇔市】

③ マイナンバーを用いた特定の個人の関係情報の収集【市の他部署、他の行政機関】

④ 行政処分等【市】

⑤ マイナンバーと紐付けた個人情報の保存・管理【市】
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２ 制度実施のスケジュール

• 平成２７年１０月５日～
• マイナンバーの指定・通知（「通知カード」の送付－－－世帯主あて一括）

• 「個人番号カード」の交付申請・受付開始

• 平成２８年１月１日～
• マイナンバーの利用開始（社会保障・税等の申請書・申告書等へのマイナンバーの記

載開始）

• 「個人番号カード」の交付開始（区役所・支所等）

• 平成２９年１月～
• 国の機関間での情報連携開始

• 情報提供等記録開示システム（通称「マイナポータル」）の稼動

• 平成２９年７月～
• 地方公共団体を加えた情報連携開始 ＝ マイナンバー制度の本格稼動

3

３ 通知カードの様式
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（表） （裏）

平成27年10月5日時点の住民票の住所宛てに郵送



４ 個人番号カードの様式
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【ポイント！】

• マイナンバーは裏面のみに記載される。

⇒表面は通常の身分証明書として使用可能

• ＩＣチップ内には、電子証明書や券面記載事項の画像データ、テキストデータなど、他人に
よる成りすましを防止するための情報のみが記録される。

⇒個人番号カードには所得情報や社会保障関係の給付関係情報などの機微情報は記録され

ない。

５ 民間事業者への制度の影響
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国民の一人ひとりにマイナンバー(12桁の個人番号)が割り当てられ、
平成28年1月から、社会保障・税・災害対策の行政手続で使用がは
じまります。それに伴い民間事業者も、税や社会保険の手続で、従
業員などのマイナンバーを取扱います。

◎マイナンバーは、個人情報保護のために、その管理に当たっては、
安全管理措置などが義務付けられます。

◎特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン
（http://www.ppc.go.jp/legal/policy/）



マイナンバーを適正に扱うための社内規程づくり
基本方針、取扱規程の策定
マイナンバーに対応したシステム開発や改修。
人事、給料、会計システム等への対応
特定個人情報の安全管理措置の検討。

組織体制、担当者の監督、区域管理、漏えい防止、
アクセス制御など
社内研修・教育の実施

特に総務・経理部門などマイナンバーを取扱う事
務を行う従業員への周知徹底

↓

マイナンバー導入チェックリストでの確認
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６ マイナンバー実施に向けた準備

導入チェックリスト（県障害サービス課作成）

□私の施設のマイナンバー取扱責任者は です。
□事務取扱担当者は です。
□マイナンバーを利用する目的を明示しました。

□職員・利用者・家族等にマイナンバー制度や利用目的及び取扱い
に関する注意点の説明をしました。

□施設で受け取った利用者の通知カード受け渡しのための受領書・
マイナンバー利用記録簿等を準備しました。

□マイナンバーが記載された書類等（データを含む）の廃棄・削除
の準備をしました。
□通知カード・マイナンバーの書類を保管する棚の場所は

です。鍵もついています。

□マイナンバーを取り扱うパソコンはウィルス対策済み、アクセス
パスワードを設定しました。

□マイナンバーを取り扱うパソコンや書類が見られないような環境
（パーテーションの設置や座席の工夫など）を作りました。
□万が一、マイナンバーが流出、紛失した際の対応を決めました。
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７ マイナンバー取扱いの注意点
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マイナンバー制度では、行政機関だけでなく、民間事業者にも特定個
人情報(マイナンバーをその内容に含む個人情報)の適正な取扱いが求
められます。マイナンバーは法律で定められた範囲以外での利用が禁
止されています。

◎マイナンバーの利用範囲
法律に規定された社会保障、税及び災害対策に関する事務に限定され
ています。

◎マイナンバーの提供の要求
社会保障及び税に関する手続書類の作成事務を行う必要がある場合に
限って、本人などに対してマイナンバーの提供を求めることができます。

◎マイナンバーの提供の求めの制限／特定個人情報の提供や収集の制限
法律で限定的に明記された場合を除き、提供の求め、提供、収集をし
てはなりません。

８ 特定個人情報の漏えい事案等が
発生した場合の対応

特定個人情報保護委員会は、各事業所における特定個人情報の漏えい事案その他の「行政
手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」(以下「番号法」と
いう。)違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案が発覚した場合の対応について、平
成27年9月28日付け特個第590号を発出済。

各事業所におかれましては、「事業者における特定個人情報の漏えい事案等が発生した
場合の対応について(平成27年特定個人情報保護委員会告示第2号)」を確認いただき、適切
に対応されますようお願いいたします。

｢特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン(事業者編)｣などを、特定個人情報保
護委員会のサイトにて、ご確認ください。

特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン
（http://www.ppc.go.jp/legal/policy/）

事業者における特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応について
（http://www.ppc.go.jp/files/pdf/270928_jigyousha_roueitaiou.pdf）
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９ マイナンバー制度の問合せ先


